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奈良市と独立行政法人都市再生機構が包括連携協定を締結しました 
 
 
 
 奈良市と独立行政法人都市再生機構（以下「UR 都市機構」）は、相互に連携することで、
両者が目指すまちづくりの取り組みを一層加速させるため、「奈良市と独立行政法人都市再
生機構との地域活性化包括連携協定」を本日付で締結しました。 

今後、既存ストックの活用や郊外ニュータウンの活性化、奈良市内への移住・定住促進
に向けた取り組みなど、様々な分野で連携および協力し、地域の活性化や市民サービスの
向上に取り組んでまいります。 

 

左：村上支社長 右：仲川市長 



  
1. 協定の名称 

「奈良市と独立行政法人都市再生機構との地域活性化包括連携協定」 

2. 協定締結日 
令和６年２月２０日 

3. 協定の目的 
様々なまちづくりの知見を有するＵＲ都市機構と奈良市が相互に連携することで、そ

れぞれが有する人的・物的資源を有効に活用して、地域の活性化および持続的成長に向
けたまちづくりの取り組みを推進していくことにより、地域社会の発展に寄与すること
を目的とする。 
 

4. 連携及び協力事項等 
⑴ 既存ストックの活用と新たな土地利用の検討に係るまちづくりに関すること 
⑵ 奈良市内への移住・定住促進に向けた取り組みに関すること 
⑶ 郊外ニュータウンの活性化等に寄与するまちづくりに関すること 
⑷ その他本協定の趣旨を実現するために必要なこと 
 

5. 協定締結の背景 
 ＵＲ都市機構は、賃貸住宅の管理・運営・建替え、都市再生・エリアマネジメント等
のまちづくり支援事業、災害復興事業など、様々なまちづくりの知見を有しています。
今回の包括連携協定の締結は、奈良市内における働く場所の創出につながるまちづくり、
市内への若者・子育て世帯の移住・定住促進につながる魅力あるまちづくり、郊外ニュ
ータウンの活性化につながるまちづくり、子育て世代や若者世代、高齢者世代を含むミ
クストコミュニティを推進するまちづくり等に、奈良市とＵＲ都市機構が連携して取り
組むことを目的としています。 

【参考】奈良市内の UR 賃貸住宅 計１５団地（１０,１７５戸） 
 



奈良市・ＵＲ都市機構
による包括連携協定

令和6年2月20日（火）



奈良市におけるＵＲ都市機構の関係性

平城第二（1,529）・平城第一（503）・桂木（570）・富雄（1,672）
中登美第三（2,520）・平城右京（366）・平城左京（490）
高の原駅前（338）・奈良青山（300）・奈良青山一丁目（206）
計１０団地（8,494戸）

建替実施済：奈良紀寺（252）・奈良・学園前（226）・奈良学園前・鶴舞（922）
計3団地（1,400戸）

市街地住宅：西大寺駅前（205）・西大寺駅前第二（76）計２団地（281戸）

郊外ニュータウン

UR賃貸住宅 15団地：１０，１７５戸
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奈良市におけるＵＲ都市機構の関係性

郊外ニュータウン

奈良県下でURが最初の宅地開発地として選定。
当時、隣接する阪奈道路が開通し利便性が向
上したこと、近鉄奈良線・学園前を中心とした市
街化に合わせて上下水道計画が確立され、本
地区への供給見通しがついたこと、何より市が開
発に協力的で支援体制が確立されていたことが
選定理由とされる。地形的条件としては、東西
方面に約90ｍの高低差あり,阪奈道路が隣接。
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奈良市におけるＵＲ都市機構の関係性

郊外ニュータウン

本地区は、奈良市施工として、開発許可の手法
による一般宅地開発事業として開発された地区。
立地条件の良さと周辺の自然環境などの良さか
ら、良好な住宅地開発も可能と判断され、地域
住民のための素晴らしいコミュニティづくりを図るこ
とを目的として開発が決定。地形および自然環
境を考慮し、府県境の保有林を生かした保存緑
地と、地区周辺に外周緑地を配することによって
緑の中の閑静な住宅街を形成、古都奈良にふさ
わしい、落ち着いた街なみを形成。
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奈良市におけるＵＲ都市機構の関係性

郊外ニュータウン

昭和３０年に答申された奈良県新総合開発計
画によって住宅地としての位置づけがなされ、UR
としては国の政策の下、国、奈良県、奈良市並
びに近畿日本鉄道㈱・京阪電鉄㈱の協力の下、
開発がスタート。令和４年度には、まちびらき５
０周年を迎え、成熟した閑静かつ利便性の高い
ニュータウンとして、古都奈良を中心としたベッドタ
ウンとなっている。
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奈良市が掲げるまちづくり
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ＵＲ都市機構が掲げるまちづくり

・多様な世代が安心して

住み続けられる環境整備

・持続可能で活力ある

地域・まちづくりの推進

賃貸住宅

・災害からの復旧支援

災害復興

・発災時の円滑な活動に向けた対応

・賃貸住宅ストックの価値向上

市内15団地、約1万戸 宮城県女川町
7

過去から未来に「継承する」まちづくり

・事業により創出した敷地活用等

・新たな土地利用による新たな産業

用地等への敷地利用検討と、それ

に伴う雇用創出

団地再生
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連携の目的

互いの「ストック・ノウハウ」を相互活用

都市・まちづくりの取組みをより一層加速
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連携項目

1. 既存ストックの活用と新たな土地利用の検討に係るまちづくりに関す

ること

2. 奈良市内への移住・定住促進に向けた取組に関すること

3. 郊外ニュータウンの活性化等に寄与するまちづくりに関すること

4. その他本協定の趣旨を実現するために必要なこと
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1.既存ストックの活用と新たな土地利用の検討

に係るまちづくりに関すること

「働く場所」や「地域の交流拠点」の

創出につながる新たな土地活用の推進

p.09

市営住宅団地等の建替や公有地活用に

伴うまちづくりの促進

郊外団地の魅力向上につながる

取り組みの促進



２.奈良市内への移住・定住促進に向けた取り組みに

関すること
企業・大学等と連携した

若年層の移住・定住の促進

大学生・留学生への住まいの

提供促進

様々な住み替え循環を生み出す

ための取組の推進

p.10



３.郊外ニュータウンの活性化等に寄与するまちづく

りに関すること

p.11

平城相楽NT

奈良阪
（奈良青山）

学園前・登美丘

富雄

地域毎に合った活性化策を市と協働し検討



奈良市とＵＲ都市機構による更なる連携により、

奈良市内で働く場所の創出、移住定住に向けたと取り組

み、郊外ニュータウンの活性化をはじめ、奈良市に住ま

う人々のより良い暮らしの実現に向けたまちづくりに取

り組んでいきます。
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